平成２８年度　第６回河原地域振興会議
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　日　時　　平成２９年１月３１日（火）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　午後２時３０分～
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　場　所　　河原町総合支所第６会議室
〔出席委員〕

竹田　賢一、小谷　加代子、竹内　和義、楮原　典子、倉信　敬、竹内　文彦、

坂本　悦子、渡邉　初子、奥谷　仁美、安養寺　幸男　以上１０名（敬称略）
〔欠席委員〕

河毛　寛、安木　均　以上２名（敬称略）
〔事務局〕

窪田支所長、西尾副支所長、長谷産業建設課長、西山市民福祉課長、

寸村水道局河原営業所所長、前田地域振興課課長補佐

会議次第
１　開　会　
２　会長あいさつ
３　報告事項

（１）新市域振興ビジョンの進捗状況について【資料１】
４　協議事項
（１）地域内情報伝達設備の整備について【資料２】
（２）教育委員会分室の執行場所等の変更について【資料３】

５　その他
次回第７回地域振興会議について

平成２９年２月２２日（水）１３：３０～

６　閉　　会

議事概要
○新市域振興ビジョンの進捗状況について【資料1】に基づき説明
【委員１】子どもの防犯対策に関わる意見だが、街灯の数が少ない。集落と集落の間は距離が長くて本当に真っ暗だ。そういう所をどのように考えているのか。
【事務局】街灯は２種類あって、道路管理者である県道は県、市道は市が必要だと判断した場合に、市、県の費用で設置や維持管理をします。防犯灯は、要望を受けて市が設置はしますが、維持管理、電気代等の負担は集落でしていただくことになります。集落と集落間ではっきりしていない所は、地区で話しをされて設置や管理をしておられるところもあります。
通学路になっているからと言って、学校や教育委員会が設置するということはありません。
【委員１】説明していただいた基本的なことはある程度承知しているが、協働による防犯をビジョンの中にまちづくりとしてあげているのであれば、更に一歩踏み込んだ対策はないのか。
【事務局】地域の子どもは地域で育てていただくということで、学校と地域が一緒になって協働で行うまちづくりをもっと進めてほしいと思っています。
【委員１】表彰したりする予算が計上されていて、他に余るほどのお金があるわけではないが、そこの活動の一環として、ここの街灯の費用は持とうというようなことにはならないのか。
【事務局】それは、協働のまちづくりというのにはならないと思います。

【事務局】防犯灯の設置については、新規は地元負担がありません。小河内、神馬間の街灯は、地区からの要望を受けて、計画的に市が設置しています。電気代については、西郷地区の部落長会が負担しています。
【委員２】部落内を通っている市道の防犯灯は、部落で費用負担しているのか、何メートル離れていれば、市が費用負担するというような基準はないのか。

【事務局】道路管理者が管理する基準があり、交差点や大きなカーブに設置されている照明灯ということであれば市が設置しますが、それ以外のところは、防犯のための照明灯という考え方になります。
【委員１】子どもが暗くなってから利用している通学路を防犯、子どもの健全育成という観点から何とか考えられないかという提案です。

【委員２】市道で事故でもあったら、だれが責任を持つのか。ある程度危険だと思われるところは考慮してほしいが、基本的には出来ないということだろうと思う、全部聞いていたらきりがない。
【事務局】通学路の暗いところは、危険であると学校からも聞いており、街灯の設置について教育委員会にお願いはしたが、出来ないという返事でした。危険度の高い箇所は、教育委員会で設置していただきたいという意見は出しています。
【委員２】河原町の人口はどうなっているのか。
【事務局】平成16年11月末の人口が8,358人で、28年12月末現在7,049人で、約1,300人減っています。

○地域内情報伝達設備の整備について【資料２】に基づき説明
【委員２】この会だけでなく、河原の全地域の部落長さんを集めて話をしないといけない。
【事務局】去年の部落長会で、「電波法の改正によりアナログが使えなくなる。デジタル化になると流すのは防災情報のみとなり、今のような行政情報は流せない。これは法律なのでどうすることも出来ないが、代替整備を内部で検討している。」という簡単な説明をしています。
【事務局】現在、検討されている３つの方式は今日初めて説明したところです。
補助率等具体的な内容が決まっていないが、方向性が確定すれば、部落長さん等にも説明はしていかなければならないと考えています。

【委員３】今度は、河原町全体に流れるものはなくなるという事か。

【事務局】行政無線では、今のように総合支所から行政情報やイベント情報のようなものは基本的に流せなくなります。
【委員３】災害とか、防災に関係することだけか。
【事務局】国府が整備している音声告知専用端末を選択することもできますが、ケーブルテレビ（CATV）の加入が必須であることと、協議会を設置し補助を受けて整備する形になります。そこまで、河原全域がまとまるかどうか、協議する必要があります。なお、国府のCATV（NCN）加入率は５０％程度で、河原の加入率（ぴょんぴょん）は７０％くらいです。
【委員１】順次、青谷から整備しているようだが、変更になるまでは今のシステムは継続するか。
【事務局】デジタルに移行するまでは使えます。

【委員１】去年の秋ごろに、試験的に外で放送をされたことがあったが、山に反響して何を言っているのか聞き取れない状況であった。外だけで防災情報を流しても全然伝わっていないという危険性がありはしないか。
【事務局】本当に外のスピーカーだけで聞こえるのかという指摘は以前からあります。今のスピーカーよりももっと性能の良いもので、地点を増やして整備する予定にしております。

【委員２】どちらにしても今のままではいけないので、平成３３年には変えなければならないということだ。各部落長さんにきちんと説明していただき、部落の方向性を出していただかないといけない。
【事務局】防災無線の改修の時に、３つの方式について申請を受け付けるような形になると思います。
【委員２】どういう情報伝達方法が良いのかということは、町内会に任せるのではなく、前より後退しないよう行政の方でしっかり研究していただきたい。

○教育委員会分室の執行場所等の変更について【資料３】に基づき説明

【委員２】３０年度以降は指定管理にされるということか。
【事務局】２９年度に指定管理者制度を検討し、公募等の手続きを進めて３０年度から体育施設（総合体育館、勤労者体育館、市民プール）を初めにする予定です。

【委員２】指定管理になると経費等が必要になり、使用料のアップに繋がらないか。
【事務局】施設は条例で設置されており使用料は市が決めるので、指定管理者が勝手に上げることは出来ません。
その他委員からの提案・意見
・地域振興会議の傍聴に出る方に資料等を出していただきたい。
・傍聴者の机を準備していただきたい。
・地域振興会議の日程を防災無線で周知していただきたい。
・路線バスの運行についてはルートが決まっていると思うが、路線でない所を通っているのを見かけた。それでいいのか。
また、幼稚園の送迎バスが乗用車同士の擦れ違いでも狭い下佐貫の土手を通っているが、どのようなルートで運行しているのか。
【事務局】幼稚園バスは乗られる園児によって毎年ルートが変わっており、今年は土手を通るルートになっています。
来年度以降は子どもの申し込み状況、安全性を確認してルートを考えて行きたいと思います。
○第７回地域振興会議について
平成２９年２月２２日（水）１３：００～

（株）ササヤマ・（株）イナテック視察、その後支所で会議
６　閉　　会　　１６時１７分
－2－

